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１ 「中期財政収支見通し」の考え方 

 

本市の財政は、資産と負債のバランスを考慮した市債の発行や計画的な基金の

積立等により、近年は「将来負担比率」が算定されず、「実質公債費比率」につい

ても早期健全化基準及び財政再生基準を大きく下回る状況となるなど、財政の健

全化に努めてきたところです。 

一方で扶助費や繰出金などの経常的経費は増加傾向にあり、また、今後は公共

施設の計画的な大規模改修等による、臨時的経費の増加も見込まれています。 

このような中、人口減少や少子高齢化といった喫緊の課題に対し、「本庄市総合

振興計画後期基本計画」や「本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付

けた各施策を効率的・効果的に推進するためには、限られた財源を最適配分し、

将来にわたり安定した行政サービスを提供できる持続可能な財政運営を行ってい

く必要があります。 

今後も持続可能な財政運営を図るためには、財政状況を見通し、課題を把握し

た上で、将来の財政の健全性を確保していくための方向性を明らかにしていく必

要があることから、令和６年度当初予算の策定に合わせ、「中期財政収支見通し」

を作成するものです。 

 

 

２ 「中期財政収支見通し」の作成条件 

 

（１）会計単位 

一般会計とします。 

（２）期間 

   令和６年度から令和１０年度までの５年間とします。 

（３）推計条件 

  ①令和６年度の当初予算額を基本に過去の決算推移等を加味して推計します。 

  ②税制及び国県補助金制度等は、原則、現行制度が継続するものとします。 

（４）その他 

   国の政策等の変更や社会環境の変化、決算状況等に柔軟に対応していくた

め、毎年度、当初予算の策定に合わせ、その年度を始期とした５年間の計画を

作成します。 

 

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計が一致しない場合があり、 

また、今後策定する諸計画により変更する場合があります。 

1



３ 推計方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳　　入
自主財源

市税
○市民税は内閣府が作成した経済財政諮問会議資料に基づき見込む。
○固定資産税、都市計画税は、基準年度による見直しと過去の実績を考慮して見込
む。

分担金及び負担金 〇令和6年度当初予算額と同額を見込む。

使用料及び手数料 〇令和6年度当初予算額と同額を見込む。

繰入金

○減債基金繰入金は、大規模建設事業に係る公債費に充てるため、毎年度約204百万
円～258百万円を見込む。
○施設整備等基金繰入金は、大規模修繕等に充てるため、毎年度約494百万円～1,522
百万円を見込む。
○地域振興基金繰入金は、地域住民の連帯の強化や地域の振興に充てるため、令和6
年度当初予算額と同額を見込む。
○財政調整基金繰入金は、全体の財源不足額に合わせて見込む。

繰越金 〇標準財政規模の3～5％程度を見込む

財産収入、寄附金
諸収入

〇令和6年度当初予算額と同額を見込む。

依存財源

地方譲与税 〇森林環境譲与税は、令和6年度当初予算額と同額を見込む。

各種交付金
〇法人事業税交付金、地方消費税交付金は市民税の推計を考慮して見込む。
○上記以外は、令和6年度当初予算額と同額を見込む。

地方交付税
○普通交付税は、歳入の市税、地方譲与税、各種交付金の見込み、歳出の公債費の見
込みを連動させて見込む。
○特別交付税は、令和6年度当初予算額と同額を見込む。

国庫支出金 ○普通建設事業、扶助費の財源となる国庫支出金、県支出金は、普通建設事業費、扶
助費の見込と連動して見込む。
○その他の財源となる国庫支出金、県支出金は、令和6年度当初予算額と同額を見込
む。県支出金

市債 〇普通建設事業の見込みと連動して見込む。

臨時財政対策債 〇地方交付税の見込みと連動して見込む。
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その他歳出

○維持補修費は令和6年度当初予算額と同額を見込む。
○貸付金は令和6年度当初予算額と同額を見込む。
○積立金は、各基金の利子分と寄附分について令和6年度当初予算額と同額を見込
む。

物件費
〇令和6年度当初予算額から令和6年度のみに係る経費（地方公共団体情報システムの
標準化に伴う環境構築等業務委託等）を控除した額に、中長期の経済財政に関する試
算（内閣府作成）の物価上昇率（消費者物価）を考慮して見込む。

補助費等

○一部事務組合への負担金は組合の推計に基づき見込む。
○下水道事業会計への補助金及び負担金については、今後の普通建設事業費や公債費
の推移等を考慮して見込む。
○その他は、令和6年度当初予算額と同額を見込む。

繰出金
○国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計への繰出金
は、過去の給付費の伸びを考慮するなどして見込む。

その他経費

普通建設事業費 〇本庄市総合振興計画実施計画に基づき見込む。

扶助費 〇令和6年度以降は、基準単価の改定や事業対象者数の推移予想を考慮して見込む。

公債費 ○既借入償還額に加え、普通建設事業費と連動して新規発行分を見込む。

投資的経費

人件費

○給料・期末・勤勉手当は、定年の段階的引上げの影響を見込む。
○報酬・手当については、新年度予算額を基準に、選挙等の特殊要因を加味して推
計。
○退職手当組合負担金は、組合による推移予想を考慮して見込む。

歳　　出
義務的経費
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４ 中期財政収支見通し 

 

 

（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

14,763 15,301 15,976 15,950 17,374

11,185 11,496 11,500 11,347 11,354

219 225 211 211 211

198 198 198 198 198

1,706 2,222 2,905 3,034 4,450

733 1,145 1,960 1,955 2,037

575 575 575 575 575

879 585 585 585 585

17,191 18,586 17,574 19,504 20,665

298 298 298 298 298

2,640 2,475 2,486 2,497 2,508

4,459 4,586 4,646 4,785 4,834

5,436 6,047 6,232 6,810 7,575

2,583 2,651 2,657 2,683 2,676

1,775 2,529 1,254 2,431 2,774

124 124 124 124 124

31,954 33,887 33,549 35,454 38,040

（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

16,847 17,530 17,912 17,812 17,889

4,910 5,045 5,055 5,124 5,188

9,055 9,565 9,826 9,690 9,658

2,882 2,921 3,032 2,997 3,043

3,050 4,407 3,381 5,297 7,669

12,057 11,950 12,256 12,346 12,482

4,245 4,016 4,060 4,092 4,125

4,587 4,622 4,791 4,752 4,750

2,701 2,788 2,881 2,979 3,083

524 524 524 524 524

31,954 33,887 33,549 35,454 38,040

0 0 0 0 0

歳　　入

自主財源

市税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金

財政調整基金

繰越金

その他歳入

依存財源

地方譲与税

各種交付金

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債

物件費

臨時財政対策債

歳入合計

歳　　出

義務的経費

補助費等

繰出金

その他歳出

歳出合計

歳入歳出差引額

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

その他経費

4



５ 市債の見通し 

 
資産と負債のバランスを考慮し、過度に将来への負担を押し付けないよう

建設事業に係る市債は、基本的には建設事業に係る元金償還額以内の発行に

努めていくこととしています。 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

市債借入額 1,775 2,529 1,254 2,431 2,774
（建設事業債等） 1,651 2,405 1,130 2,307 2,650
（臨時財政対策債） 124 124 124 124 124

元金償還額 2,826 2,862 2,965 2,929 2,968
（建設事業債等） 1,630 1,715 1,837 1,841 1,939
（臨時財政対策債） 1,196 1,147 1,128 1,088 1,029

利子償還額 55 59 67 68 75
（建設事業債等） 38 42 51 53 60
（臨時財政対策債） 17 17 16 15 15

元利償還金 2,881 2,921 3,032 2,997 3,043
（建設事業債等） 1,668 1,757 1,888 1,894 1,999
（臨時財政対策債） 1,213 1,164 1,144 1,103 1,044

残高 22,200 21,867 20,156 19,658 19,464
（建設事業債等） 11,363 12,053 11,346 11,812 12,523
（臨時財政対策債） 10,837 9,814 8,810 7,846 6,941
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６ 基金残高の見通し  

 

 
 

 

 

（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

財政調整基金※
予期しない収入の減少や支出の
増加に対応していきます。

5,061 4,817 3,757 2,703 1,566

減債基金
計画的に市債の償還に活用する
とともに可能な繰上償還に対応
していきます。

2,829 2,578 2,371 2,164 1,966

施設整備等基金
施設の整備等に活用していきま
す。

5,762 5,196 4,669 4,112 2,593

地域振興基金
地域住民の連帯の強化や地域の
振興に活用していきます。

1,170 1,033 897 760 623

その他特定目的基金
各基金の設置条例に沿って計画
的な積立、戦略的な活用を実施
していくものです。

1,873 1,814 1,802 1,685 1,189

16,697 15,438 13,496 11,425 7,937

※決算剰余を考慮

概　　　要
年　度　末　残　高

合　　　計
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７ 将来負担比率・実質公債費比率・経常収支比率の見通し 
 

将来負担比率は、将来負担額より充当可能財源等が多いため令和９年度までは

算出されませんが、充当可能財源等の減少により令和 10 年度は増加に転じる見

込みです。実質公債費比率は、公共施設の大規模改修事業の実施等に伴い、後年

度にかけ増加傾向にあります。経常収支比率は、市税、地方交付税などの経常的

な収入の大幅な伸びが見込めない中で、扶助費や繰出金の経常的な支出の増加が

見込まれるため、増加傾向にあります。 

 

 

 

（単位：％）

指　　　標 概　　　　　　　要 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

1.1

実質公債費比率
（３か年平均）

一般会計等が負担する公債費の割合を示
すもので、一般会計等の実質的な借入金
の返済額が、標準的な収入に対して、ど
のくらいの割合になるかを示す指標

97.0

※一般会計等：令和2年度をもって住宅資金貸付事業特別会計が廃止となったため、本市では一般会計と一致します。

将来負担比率

97.1

一般会計等が抱える実質的な負債の残高
（地方債現在高、退職給付予定額等）
が、標準的な収入に対してどのくらいの
割合になるかを示す指標

財政構造の弾力性を示すもので、経常的
経費にどの程度経常一般財源が充当され
ているかを示す指標

―

100.0

3.7 3.6

98.9

3.8 4.8

経常収支比率 99.3

4.2

― ― ―
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８ 財政運営上の留意点 
 

  義務的経費や投資的経費の伸びにより、財政調整基金を取り崩さざるを得な

い収支が見込まれます。このような状況に対応するために以下の点に留意し

ていきます。 

 

○歳入確保への取組 

1 市税の課税客体の的確な把握と賦課の適正化、また、公平性の観点

からより一層の滞納整理に努めるなど、税収確保に向けた取組を推進

します。また、優良企業の誘致や定住促進施策を推進し、安定的な市

税収入の確保を図ります。 

2 有料広告事業をはじめ、ふるさと納税、ネーミングライツ、基金等

資産の運用を積極的に活用することはもとより、クラウドファンディ

ング等の創意工夫により更なる自主財源確保の取組を進めます。 

3 使用料・手数料・負担金等の受益者負担について定期的な見直しを

実施し、負担の適正化を図ります。 

4 情報収集に努め、国や県の補助制度等を積極的に活用します。 

 

   ○歳出の削減・平準化への取組 

１ 経常収支比率は増加が見込まれ、財政が硬直化する傾向にあります。

「既存事業の見直し」と「真に必要な事業の選択」を行うとともに、

経常的な経費の削減、デジタル化等による事務処理の効率化、事務量

の削減に取り組みます。 

2 建設事業に係る市債はこれまで有効活用してきた旧合併特例債が令

和７年度をもって発行できなくなることから、今後も交付税措置等が

ある他の有利な地方債の活用に努めます。 

3 令和６年度末に改定予定の公共施設等総合管理計画及び長寿命化に

係る各施設個別計画等に基づき、計画的に公共施設の更新・改修を行

い、施設の維持管理費用や補修経費等の圧縮に努めます。 

4 補助金、負担金等は、その趣旨や目的及び効果を検証し、見直しや

廃止も含め、適正化を図ります。 

5 繰出金は、基準外繰出金の抑制のため、特別会計や公営企業会計の

「特定の収入による事業の実施」と「独立採算」の原則のもと、保険

料や料金等の見直しに努め、自主性・自立性の高い財政運営や健全の

経営を図ります。 
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   ○基金の活用への取組 

1 財政調整基金については、災害等による緊急的な経費の発生や年度

間の財源調整等に対応するため残高の確保に努めます。 

2 公共施設の修繕等の財源として、施設整備等基金の有効活用を図り

ます。 

3 公債費の増加に対応するため、減債基金の計画的な積立と、有効活

用を図ります。 

4 地域住民の連帯の強化や地域振興等に資する事業の財源として、地

域振興基金の有効活用を図ります。 
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